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１．はじめに

建設工事で発生する土砂の有効利用が進む中で、発生

した土砂が盛土材料として適していない場合固化処理す

ることが多くなっている。通常固化材の混合は周辺環境

の制約がなければ、不良な材料に固化材を散布し混合し

ている。固化材は乾燥しているため、散布、混合の際飛

散し工事担当者の健康に影響を与える。

、 、これまで 不良土改良における飛散防止を目的として

その方法およびこれを実現させることのできる機械の開

発を検討してきた。その結果、飛散防止を目的とした機

械により、飛散を抑制できることがわかった 。今回１）２）

さらに試験施工箇所を増やし飛散抑制効果と混合精度に

ついて確認した。本報告は、飛散防止を目的とした方法

の原理、この方法を実現するために開発した機械、飛散

防止効果、固化材混合精度などをとりまとめ紹介するも

のである。

２．固化材の散布・混合方法の現状

現在、不良な材料に固化材を混合して改良する方法と

して、大きく つの方法があげられる。①地山に固化材3

を散布して、パワーショベルのバケットで不良土と固化

材を混合する方法、②地山に固化材を散布して自走式の

スタビライザーにより混合する方法、③プラントにより

混合する方法である。①の方法は、写真－ に示すよう1
にタンクローリー車から散布機に空気圧送された所定量

の固化材を散布機により散布 し、人力により敷き均(a)
し て、パワーショベルにより固化材と不良土とを混(b)
合撹拌 するものである。②の方法は、固化材の散布(c)
と敷き均しは①の方法と同じであるが、 に示すフー(d)
ドのついた攪拌機を用いる。③の方法は、 に示すよ(e)
うに密閉された混合機の中に固化材サイロから固化材が

圧送供給され、不良土と固化材を混合する。

各写真で明らかなように、①の方法は固化材の散布、

敷き均し、混合時に固化材が飛散する。②の方法は、固

化材の散布、敷き均し時に固化材が飛散するが、混合時

にはほとんど固化材の飛散は生じない。③の方法は、固

化材による改良ではほとんど固化材は飛散しない。混合

の精度は、③が最も良好で、②、①の順で混合精度は悪

くなる。一方、混合のための費用は各機械設備の価格に

よることから、①が最も安価で、②、③の順で高価とな

固化材の散布状況 人力による固化材の混合 回転式の混合機による混合(a) (b) (c)

自走式スタビライザーによる混合 プラントによる混合(d) (e)

写真－ 固化材の混合方法1
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り、高価なほど不良土と固化材の混合による飛散が少な

い。

不良土改良は、工事箇所の環境にともなう飛散の許容

条件から混合方法が決定されていることが多く、人家や

牧場の近くでは飛散のない③の方法が多く採用され、山

奥や原野での改良では、混合費用が安価な①の方法が多

く使用されている。

本開発では、安価で使用実績が多い①の方法（以降従

来法と称する）について改善する方法（以降新工法と称

する）の検討を行った。

３．開発の原理

従来法では、不良土と固化材の混合に際して、固化材

の散布と固化材の敷き均し、固化材と不良土との混合時

に固化材が飛散する。これらを抑制する方法として、図

－ に示す方法を考えた。 に示すように、不良土の1 (a)
中に固化材の詰まった管を押し込む。所定の深さまで押

し込んだ管を引き上げると同時に管の先端を解放するこ

、 。とにより 固化材は管の下部より不良土中に投入される

管を引き抜いたあとは、固化材が不良土の中に柱状に配

置される。固化材は、柱の上部のみ空気中にさらされる

ため、従来法と比較して散布と敷き均しによる固化材の

飛散が抑制される。

不良土の中に、 に示すように、水分を含まない固(b)
化材の柱が投入されると、すぐに固化材の中へ不良土中

の水分が移動する。このため、固化材の飛散がさらに抑

制される。

このあと、 に示すように不良土と固化材をパーワ(c)
ーショベルで混合する。従来法では、固化材中には水分

がないため、一連の混合作業にともない固化材の飛散が

発生する。新工法では、固化材に不良土の水分が移動す

るため、混合作業による飛散が少ない。また、固化材の

混合は空中ではなく不良土中で行われることから従来法

よりも飛散が少ない。

４．飛散しない不良土改良機械

固化材の入った管を不良土中に押し込む作業、管を不

良土から引き抜く作業、固化材と不良土を混合する作業

など固化材と不良土を混合する一連の作業は、最も汎用

性の高い建設機械であるパワーショベルを改良すること

とした。図－ に開発した機械の概略を示す。2
タンクローリー車から圧送管により圧送された固化材

は固化材投入口より供給される。不良土中に管を押し込

、 、むときには管の先端は閉じており 管が所定の深さまで

達した時点で管の先端を開ける。管の先端を開けたまま

で、地表面にまで管を引き抜く。この時自然落下した固

化材は、不良土中に管によって開けられた空間に柱状に

投入される。管を不良土中に押し込む作業、引き抜く作

業、管の開閉作業はすべてパワーショベルの操作室で行

う。

管の容積が一定であることから、混合する固化材の量

は、管の投入回数により決めることができる。また、不

良土はもともと軟らかい地盤であることから、管の挿入

や引き抜きには大がかりな装置は不要で、パワーショベ
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ルなどの一般的な建設機械で十分である。

５．飛散しない不良土改良機械による試験施工

５．１ 試験施工の方法

従来法と新工法による試験施工を行い固化材の飛散状

態を粉塵量で測定し比較した。両方法の手順を図－ に3
示す。固化材と不良土との混合は、バケットを用いた。

従来法では、固化材を散布したあと人力で固化材を均等

に敷き均すので、この作業でも粉塵量を測定した。

4試験施工は 苫小牧市 江別市 稚内市 女満別町の、 、 、 、

。 。箇所で実施した 固化材は高炉 種セメントを用いたB
固化材と不良土との混合は地山または発生箇所とは別な

場所に盛土を作製して実施した。この時の盛土の高さを

とした。改良した材料の土質と固化材混合量、混合1m
箇所、混合時間を表－ に示す。それぞれの試験箇所で1
新工法と従来法により固化材を散布した。

、 、また 改良した材料の固化材混合程度を確認するため

の盛土を施工し か月後に、盛土の強度10m×10m×0.3m 1
として衝撃加速度 を測定した。新工法の施工状況を写３）

真－ に示す。2
粉塵量の測定は、光散乱式デジタル粉塵機を用い、計

測時間は１分間とした。光散乱式デジタル粉塵機は、散

乱光の強弱が粉塵濃度に比例することを利用した粉塵相
3対濃度計である。粉塵量の測定範囲は、 ～0 99.99mg/m

で、粉塵量の単位は （ ）である。CPM 1CPM=0.01mg/m3

固化材による改良時の粉塵量は、混合地盤より の1m
高さで作業地点から 程度離れた箇所で測定した。3m
５．２ 固化材の粉塵量

2不良土の改良作業にともなう固化材の粉塵量を表－

に示す。固化材量が少ないと粉塵量は少なくなる傾向に

ある。いずれの箇所でも固化材の散布時、混合時に新工
2

法は従来法の半分以下粉塵量であった 延床面積。 3000m
以上の事務所などを対象とした空気中の浮遊粉塵の量は

（ ）以下 、ずい道などの建設工事に0.15mg/m 15CPM3 ４）

おける粉塵濃度の目標レベルは （ ）以3mg/m 300CPM3

下 という基準がある。従来法では、固化材の散布、敷５）

き均し、混合作業で、ずい道建設の目標値を超えた粉塵

量が見られた箇所があり、かなりの粉塵があった。

また、散布時と混合時について新工法、従来法による

粉塵量を図－ に示す。散布、混合作業では、新工法の4
粉塵量は従来法の 程度であり、新工法の粉塵抑制効1/3
果は大きい。

次に、不良土と固化材がある程度混合されると粉塵量

が少なくなるので、固化材の混合時間と粉塵量の関係を

求めた。図－ に江別の例を示す。従来法では、固化材5
混合直後から粉塵量が大きくなり混合し始めてから 分3
後には に達している。その後粉塵量は小さく430CPM
なり、 分後にはテフロン加工セメントの粉塵量 であ6 ６）

る 以下になった。ある程度混合されると不良土31CPM
の水分が固化材に吸収され直接固化材が空気にさらされ

なくなり粉塵量が大幅に抑制される。従来法では混合さ

れるまでの 分近くがずい道建設の目標値を超えた粉塵5
量である。

これに対し、新工法の粉塵量は少なく、混合から 分2 図－ 従来工法と新工法の粉塵量4
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表－ 作業と粉塵量2
粉塵量（ ）CPM

施工 苫小牧
作業 江別 稚内 女満別

箇所 泥炭 粘土

- - 91 28 14固化材の 新工法

731 - 321 54 63散布 従来法

182 - - 4 116敷き均し 従来法

132 65 93 32 58新工法

302 525 426 98 166
混合

従来法

は実施しなかった項目-

表－ 試験施工概要1
施工 含水比 固化材量 混合 混合時間

箇所 ( ) ( ) 箇所 (分)
土質

% kg/m3

500 200 13泥炭

- 50 7
苫小牧 盛土

粘土

300 200 15江別 泥炭 盛土

- 45 13稚内 砂質土 地山

104 159 5 3.5 2女満別 粘性土 盛土 、 、

2 ( )写真－ 新工法による散布状態 女満別

新工法

固化材の散布 混合

従来法

固化材の散布 敷き均し 混合

図－ 試験施工のフロー2
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後 になったものの 分後には 以下に100CPM 4.5 31CPM
なった。新工法では不良土中に固化材を挿入したときに

不良土中の水分が固化材に吸収され、粉塵量が少なかっ

たものと思われる。

また、新工法では混合作業により広い範囲への固化材

の飛散がほとんど見られなかったが、従来法では混合作

業により、固化材は図－ に示すように風下側に飛散し6
混合箇所から 程度までは厚さ 程度に広がっ10m 5mm
た。さらに風下に 程度まで、固化材が飛散した状10m
況が見られ、従来法は広い範囲に飛散する。

５．３ 混合精度

不良土と固化材との混合精度を確認する目的で改良し

た材料による盛土の強度を測定した。図－ は粘土を改7
良し か月経過した盛土の衝撃加速度のばらつきとして1
女満別の例を示したものである。新工法は従来法と同じ

ようなばらつきを示し同程度の混合ができた。また、新

工法では 分の混合時間でも従来法 分と同じようなば2 5
らつきを示すことから新工法では混合時間を短くでき、

コスト縮減が可能であると考えられる。

６．まとめ

今回、飛散しない固化材散布方法を実施するための機

械を開発し、その機械により試験施工を実施できた。そ

の結果をまとめると次のことがいえる。

①新工法では、従来法に比較して固化材の散布、敷き均

し、混合時などの固化材散布に関する粉塵発生量を大

幅に抑制できる。

②新工法の実施は、汎用性があるパワーショベルのアタ

ッチメントを変えるだけであり簡単、安価にできる。

③新工法は従来法よりも短い混合時間で同程度の精度の

混合ができる。

７．あとがき

今回の現場実験により、新工法で施工すると固化材の

粉塵を抑制できることがわかった。今後、混合時間をど

の程度短縮できるかについて確認したいと考える。

本現場施工に当たり、札幌開発建設部千歳道路事謝辞：

務所、稚内開発建設部稚内開発事務所、網走開発建設部

北見河川事務所の皆様には、試験施工の現場を提供して

いただきました。ここに記して感謝の意を表します。
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